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経済産業省の任務と組織等の概要 
 
 
経済産業省の任務 （経済産業省設置法第３条） 

民間の経済活動力の向上及び対外経済関係の円滑な発展を中心とする経済及び産業の

発展並びに鉱物資源及びエネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保を図ること。 

  

 
    

○ 組織及び定員（令和３年３月末現在）

　（本省内部部局） （審議会等） （施設等機関）　　（地方支分部局）（地方支分部局）

(特) 20名

北海道、東北

関東、中部

近畿、中国

四国、九州

　（外　局） 

※注・・・(一)：一般会計　　(特)：特許特別会計

  (エネ需)：エネルギー対策特別会計 エネルギー需給勘定

中 小 企 業 庁 (一) 194名

50名

特 許 庁 (特) 2,789名

(ｴﾈ需)

商務・サービスグループ

産業保安グループ

資源エネルギー庁 (一) 396名

商務情報政策局

経済産業局 産業保安監督部等

経済産業政策局 (一) 1,689名 (一) 308名

大臣官房 電力・ガス取引
監視等委員会事
務局

経済産業研
修所

地域経済産業グループ  

通商政策局     

貿易経済協力局

産業技術環境局

製造産業局

副大臣(2)

大臣政務官(2) 

事務次官(1)    

経済産業審議官(1)      

経 済 産 業 省 7,988名

大臣        本省 (一) 2,542名
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省庁別財務書類とは 
 

省庁別財務書類は、経済産業省のこれまでの予算執行の結果である資産や負債など

のス トックの状況、当該年度の費用や財源などのフローの状況といった財務状況を一覧

でわかりやすく開示する観点から企業会計の考え方及び手法（発生主義、複式簿記）を参

考と して、平成 14 年度決算分より作成・公表しているものです。 

省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計を合算した「省庁別財務書類」の 

ほか、参考として各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている独立行政法人などを 

連結した「省庁別連結財務書類」も作成・公表しています。 

 

貸借対照表（令和 2 年度末） 
(単位：十億円） 

業務費用計算書（令和 2 年度）
 
(単位：十億円）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  文中における計数は、原則として四捨五入としています。 

前年度 令和2年度 前年度 令和2年度

(令和2年3月31日) (令和3年3月31日) (令和2年3月31日) (令和3年3月31日)

< 資産の部> < 負債の部>

現金・預金 518 482 未払金等 0 0
有価証券 615 429 政府短期証券 1,175 1,163
たな卸資産 1,487 1,474 公債 4,177 3,661
未収金等 2 0 借入金 8,032 8,265
前払費用 4,177 3,661 退職給付引当金等 103 101
貸付金 171 171 その他負債 42 42
貸倒引当金 ▲0 ▲0
有形固定資産 752 728 負債合計 13,530 13,233
無形固定資産 34 44
出資金 3,894 5,611 <資産・負債差額の部>

その他の資産 0 0 資産・負債差額 ▲ 1,881 ▲ 634

資産合計 11,650 12,599
負債及び資産・負
債差額合計 11,650 12,599

前年度 令和2年度

(自平成31年4月1日) (自令和2年4月1日)

(至令和2年3月31日) (至令和3年3月31日)

人件費 94 93
持続化給付金等 ‐ 7,169
補助金等 909 7,513
委託費等 274 693
資金援助交付費 526 517
運営費交付金 698 757
減価償却費 61 51
利払費 ▲ 1 ▲ 1
その他 111 97
費用合計 2,672 16,889
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～省庁別財務書類（経済産業省）の概要～ 
 
 
 
○  経済産業省の省庁別財務書類においては、一般会計及び特別会計（特許特別会計、

エネルギー対策特別会計）を合算（会計間取引については、相殺消去）して作成して
います。 

また、ここでは、「貸借対照表」と「業務費用計算書」を中心に説明していますが、 
省庁別財務書類においては、このほか資産・負債差額の増減を要因別に表している
「資産・負債差額計算書」、財政資金の流れを決算を組み替えて区分別に明らかにし
ている「区分別収支計算書」、さらに各計算書の附属明細書も作成しています。 

詳細については、別途公表している「省庁別財務書類」、「特別会計財務書類」を
ご参照ください。 

  
 
 
 
 
 
（資産） 

～貸借対照表のポイント～ 
 

○現金・預金については、4,820 億円であり、資産総額の約 0.4 割を占めていますが、こ
れは、特許特会（685 億円）、エネルギー対策特会（4,135 億円）における残高であり、
このうち、当座に必要となる翌年度の歳入繰入等を除き、 法令に基づき財政融資資
金に預託（170 億円）しています。 

 
○たな卸資産についても、1 兆 4,738 億円と金額も大きく資産総額 の約１割を占めてい

ますが、これは石油の急激な価格変動や戦争などによる石油需給量の変化に備えてい
る備蓄石油、備蓄石油ガス等です。 

 
○前払費用については、3 兆 6,609 億円と資産総額の約 3 割を占めますが、これは主

にエネルギー対策特会（原子力損害賠償支援勘定）における、「原子力損害賠償・
廃炉等支援機構法」第 48 条第 2 項の規定による交付国債未償還額です。 

 
○出資金については、5 兆 6,106 億円と資産総額の約 4 割を占めますが、これは、独

立行政法人中小企業基盤整備機構の独立行政法人に対する出資金、並びに株式会
社日本政策金融公庫などの特殊会社に対する出資金です。 

 
（負債） 

○政府短期証券については、１兆 1,631 億円と負債総額の約 1 割を占めています。これ
は、石油の購入に要する費用の財源等に充てるための資金繰りとして発行する石油証
券です。 

 
○公債は、エネルギー対策特会（原子力損害賠償支援勘定）における、原子力損害賠償・廃

炉等支援機構国債です。 
 
（その他） 

○資産合計は、一般会計の出資金の増加などの影響を受けて、対前年度比 9,493 億円
の増加となっています。 



4 

 

 
〇負債合計は、エネルギー対策特会（主に原子力損害賠償支援勘定）の借入金 2,327

億円の増加及び公債の減少 5,165 億円などの影響を受けて、対前年度比 2,975 億円
の減少となりました。 

 

 
 
 
～業務費用計算書のポイント～ 

 
 
○業務費用計算書は、政策別コスト情報の経費を国の予算・決算の科目に対応した形態

別に表示している計算書です。 
 
（費用） 

○経済産業省においては、独立行政法人、大学、民間団体等への補助金や地方公共団
体への交付金などの補助金等については、7 兆 5,125 億円と費用合計額の約 4 割を占
めています。また、新型コロナウイルス感染症対策中小企業等持続化給付金などの
持続化給付金等についても、7兆1,692億円と費用合計額の約 4 割を占めています。 

 
○独立行政法人中小企業基盤整備機構をはじめ各独立行政法人に対する運営費交付金

が 7,572 億円と業務費用合計の約 0.4 割を占め、資金援助交付費、補助金等と同様
にコストがかかっています。 

 
○資金援助交付費が 5,165 億円と業務費用合計の約 0.3 割を占めていますが、これはエ

ネルギー対策特会（原子力損害賠償支援勘定）において、「原子力損害賠償支援・
廃炉等機構法」第 45 条第 1 項の規定により主務大臣の認定を受けた特別事業計
画に基づき、今年度中に行われた交付国債償還額です。 

 
（その他） 

○費用の主な増減として、持続化給付金等 7 兆 1,692 億円の増加、「産業技術実用化
開発事業費補助金」の 1 兆 9,815 億円の増加などを受け、「補助金等」が対前年度
比 6 兆 6,032 億円の増加、「サービス産業消費喚起事業委託費」の 2,218 億円の増加
などを受け、「委託費等」が対前年度比 3,857 億円の増加、となっています。 

 
※  文中における計数は、原則として四捨五入としています。 
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ストックの状況 （貸借対照表） 

資 産（12 兆 5,991 億円） 

主な増減要因等について（対前年度末比＋9,493 億円） 

➢ 現金・預金（4,820 億円：対前年度末比▲359 億円） 

• 公債の償還により財務収支が悪化し、359 億円の減額となりました。 

➢ 有価証券（4,292 億円：対前年度末比▲1,858 億円） 

• 主に前年度に比べて、エネルギー対策特別会計エネルギー需給勘定の石油公団承継資産におい

て、国際石油開発帝石(株)株式における減少（▲1,608億）等により、1,858億円の減額となりま

した。 

➢前払費用（3 兆 6,609 億円：対前年度末比▲5,165 億円） 

• 当年度において特別事業計画に基づき、原子力損害賠償・廃炉等支援機構から行われた交

付国債の償還請求が 5,165 億円あったことにより、前払費用として計上している未償還交付

国債を資金援助交付費として費用化したため、5,165 億円の減額となりました。 

➢ 出資金（5 兆 6,106 億円：対前年度末比＋1 兆 7,162 億円） 

• 株式会社日本政策金融公庫出資金の増加 6,898 億円などにより、増額となりました。 
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（億円） 

合計：11 兆 6,497 億円  合計：12 兆 5,991 億円 

  

38,944

56,106

7,516

7,275

41,774

36,609

14,873

14,7386,150

4,292
5,180

4,820

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

R1 R2

【前払費用】 

エネルギー対策特別会計（原子力損害賠償支援勘定）

における交付国債未償還額など 

【出資金】 

独立行政法人、特殊会社等への出資金 

【有形固定資産】 

国有財産（国の庁舎など）、物品（車両、事務機器、美術

品など） 

【貸付金等】 

(株) 日本政策金融公庫や都道府県への貸付けなど 

【現金・預金】 

日本銀行預金及び財政融資資金預託金 

【有価証券】 

エネルギー対策特別会計が保有する株式 

・国際石油開発帝石(株) 株式 

・インペックス南西カスピ海石油(株) 株式 

・三井石油開発㈱株式 ほか 

※  文中における計数は、原則として四捨五入としています。 

【たな卸資産】 

備蓄石油(46 百万 Kl)及び備蓄石油ガス(1,395 千ﾄﾝ)な

ど 
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負 債（13 兆 2,328 億円） 
 

主な増減要因等について（対前年度末比▲2,975 億円） 

➢政府短期証券（1 兆 1,631 億円：対前年度末比▲120 億円） 

• 当年度においてエネルギー対策特別会計の石油証券が 120 億円の減額となりました。 

➢公債（3 兆 6,609 億円：対前年度末比▲5,165 億円） 

• 当年度において特別事業計画に基づき、原子力損害賠償・廃炉等支援機構から行わ

れた交付国債の償還請求が 5,165 億円あったことにより、原子力損害賠償・廃炉等支援

機構国債を償還したため、5,165 億円の減額となりました。 

➢借入金（8 兆 2,649 億円：対前年度末比＋2,327 億円） 

• 主に公債の償還による支出が 5,165 億円生じたことにより、その財源確保等の

ため借入金が増額となりました。 
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（億円） 

 
合計：13 兆 5,303 億円 

 
合計：13 兆 2,328 億円 

 

  

 

80,322 82,649

41,774 36,609

11,751 11,631

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

R1 R2

【その他の負債】 

特許審査請求料等の前受金、未払金など 

【退職給付引当金等】 

退職手当等に係る引当金など 

【借入金】 

民間金融機関等からの借入金 

【公債】 

原子力損害賠償・廃炉等支援機構交付国債 

【政府短期証券】 

石油証券 

※  文中における計数は、原則として四捨五入としています。 
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6,983 7,572 
5,260 5,1652,739 6,9279,093

75,125

71,692

939

931

0
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80,000
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120,000

140,000

160,000

180,000

R1 R2

フローの状況 
費 用 （16 兆 8,888 億円）（業務費用計算書より） 

 
主な増減要因等について（対前年度末比＋14 兆 2,171 億円） 

 

➢持続化給付金等（7 兆 1,692 億円：対前年度比＋7 兆 1,692 億円） 
• 新型コロナウイルス感染症対策中小企業等持続化給付金等により、7兆 1,692 億円発生した

ことにより、増額となりました。 

➢補助金等（7 兆 5,125 億円：対前年度比＋6 兆 6,032 億円） 
• 主に産業技術実用化開発事業費補助金の 1 兆 9,815 億円の増加により、合計では 6 兆 6,032

億円の増額となりました。 

➢資金援助交付費（5,165 億円：対前年度比▲95 億円） 
• 前年度に比べて原子力損害賠償・廃炉等支援機構交付国債の償還が 95億円減少したことに

より、減額となりました。 

➢独立行政法人運営費交付金（7,572 億円：対前年度比＋589 億円） 
• 前年度に比べて独立行政法人中小企業基盤整備機構への運営費交付金が 505 億円増加した

ことにより、増額となりました。 
 
 
 

合計：2 兆 6,718 億円  合計：16 兆 8,888 億円    

（億円） 

   
 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【委託費等】 

・サービス産業消費喚起事業委託費 2,218 億円 

・中小企業経営支援等対策委託費     1,914 億円  

・国家備蓄石油管理等委託費             501 億円ほか 

【資金援助交付費】 

エネルギー対策特別会計（原子力損害賠償支援勘定）に

おいて今年度中に行われた交付国債償還額 

【人件費】 

職員の給与や退職給付引当金の繰入額など 

【運営費交付金】 

・(独) 中小企業基盤整備機構           4,300 億円 

・(国) 新エネルギー・産業技術総合開発機構   1,761 億円 

・(国) 産業技術総合研究所 624 億円 ほか 

【減価償却費】 

固定資産の減価償却による費用 

【その他】 

事務費など 

【補助金等】 

・産業技術実用化開発事業費補助金 2 兆 1,089 億円 

・中小企業再生支援利子補給補助金 1 兆 8,450 億円 

・経営安定関連保証等基金補助金 1 兆 2,511 億円 ほか 

※  文中における計数は、原則として四捨五入としています。 

【持続化給付金等】 

新型コロナウイルス感染症対策中小企業等持続化給付金 

 5 兆 5,525 億円 

新型コロナウイルス感染症対策中小企業等家賃支援給付

金                             8,954 億円ほか 
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（参考）連結財務書類について 
 
 

連結財務書類は省庁の財務書類に独立行政法人などの財務諸表を連結した省庁別の
連結財務書類を参考情報として作成しています。 

 
 

貸借対照表（令和 2 年度末）  
 
(単位：十億円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    
                連結業務費用計算書（令和 2 年度）  

(単位：十億円） 

 

                                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                     

 

 

 

※  文中における計数は、原則として四捨五入としています。 

前年度 令和2年度 前年度 令和2年度

(令和2年3月31日) (令和3年3月31日) (令和2年3月31日) (令和3年3月31日)

< 資産の部> < 負債の部>

現金・預金 3,251 6,475 未払金等 143 182
有価証券 12,930 15,315 政府短期証券 1,175 1,163
たな卸資産 1,506 1,491 独立行政法人等債券 1,301 1,321
未収金等 315 390 借入金 12,154 15,081
貸付金 6,904 9,812 責任準備金 10,505 10,809
貸倒引当金 ▲ 384 ▲ 551 退職給付引当金等 197 192
有形固定資産 1,272 1,241 その他負債 4,980 5,121
無形固定資産 50 61
出資金 1,612 2,144 負債合計 30,455 33,869
その他の資産 2,831 2,733 <資産・負債差額の部>

資産・負債差額 ▲ 167 5,242

資産合計 30,288 39,111
負債及び資産・負債差
額合計 30,288 39,111

前年度 令和2年度
(自平成31年4月1日) (自令和2年4月1日)

(至令和2年3月31日) (至令和3年3月31日)

人件費 209 207
持続化給付金等 ‐ 7,169
共済事業費 680 670
補助金等 786 3,568
委託費等 269 713
資金援助交付費 526 517
減価償却費 102 92
利払費 4 3
その他 984 1,133
費用合計 3,561 14,072
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連結財務書類 ストックの状況 （貸借対照表） 

資 産（39 兆 1,112 億円） 
 

主な増減要因等について（対前年度末比＋8 兆 8,233 億円） 
 

➢現金預金（6 兆 4,749 億円：対前年度末比＋3 兆 2,237 億円） 

•独立行政法人中小企業基盤整備機構における補助金、運営費交付金の増加などにより増額

となりました。 
 

➢有価証券（15 兆 3,145 億円：対前年度末比＋2 兆 3,840 億円） 

• 独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構において投資有価証券（譲渡性預

金）が増加したことなどにより増額となりました。 

➢貸付金（9 兆 8,119 億円：対前年度末比＋2 兆 9,080 億円） 

• 株式会社日本政策金融公庫において、貸付金が増加したことにより増額となりました。 

 
 
 

 

 

（億円）

合計：30 兆 2,879 億円     合計：39 兆 1,112 億円  
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R1 R2 【その他】 

未収金、出資金、その他投資等など 

【有形固定資産】 

国有財産(国の庁舎など)、物品(車両、事務機器、美術品

など)  

【貸付金】 

(株) 日本政策金融公庫 8 兆 1,165 億円 

(独) 中小企業基盤整備機構 9,073 億円 ほか 

【たな卸資産】 

備蓄石油(46 百万 Kl)及び備蓄石油ガス(1,395 千ﾄﾝ)など 

【有価証券】 

(独) 中小企業基盤整備機構      12 兆 2,588 億円 

(独)新エネルギー・産業技術総合開発機構  

1 兆 5,069 億円 

株式会社日本貿易保険                   7,603 億円ほか 

【現金・預金】 

日本銀行預金及び財政融資資金預託金など 

※  文中における計数は、原則として四捨五入としています。 



12 

 

負 債（33 兆 8,689 億円） 
 
 

主な増減要因等について（対前年度末比+3 兆 4,136 億円） 
 

➢借入金（15 兆 813 億円 ：対前年度末比＋2 兆 9,270 億円） 

• 前年度に比べて、経済産業省において 2,327 億円増加、株式会社日本政策金融

公庫等において借入金が 2 兆 7,255 億円増加し、合計で 2 兆 9,270 億円増加とな

りました。 

➢その他の債務等（2 兆 1,942 億円 ：対前年度末比＋2,050 億円） 

• 独立行政法人中小企業基盤整備機構（中小企業倒産防止共済勘定）において、倒

産防止共済基金が増加したことにより、増額となりました。 
 

➢保管金等（2 兆 683 億円 ：対前年度比末▲1,876 億円） 

• 独立行政法人中小企業基盤整備機構において貸付有価証券担保預り金が減少した

ことにより、減額となりました。 
 
 

 

     合計：30 兆 4,553 億円  合計：33 兆 8,689 億円 

   （億円） 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  文中における計数は、原則として四捨五入としています。 
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【政府短期債券】 

石油証券 

【債券】 

・(株) 日本政策金融公庫 5,200 億円 

・原子力損害賠償・廃炉等支援機構 8,010 億円 

・相殺消去 △5 億円 

【借入金】 

・(株) 日本政策金融公庫 5 兆 9,679 億円 

・経済産業省 8 兆 2,649 億円 

・(独) 石油天然ガス・金属鉱物資源機構（石油天然ガス等

勘定） 6,469 億円 ほか 

【責任準備金】 

・(独) 中小企業基盤整備機構 9 兆 8,655 億円 

・(株) 日本貿易保険 9,432 億円 

【退職給付引当金等】 

退職手当等に係る引当金など 

【その他】 

未払金、保管金、前受金、その他の債務など 
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連結財務書類 フローの状況 
費 用 （14 兆 720 億円）（業務費用計算書より） 

 
主な増減要因等について（対前年度末比＋10 兆 5,111 億円） 

 

➢持続化給付金等（7 兆 1,692 億円：対前年度比＋7 兆 1,692 億円） 

• 新型コロナウイルス感染症対策中小企業等持続化給付金等により、7兆 1,692 億円発生した

ことにより、増額となりました。  

   ➢補助金等（3 兆 5,679 億円：対前年度比＋2 兆 7,814 億円） 

･ 主に産業技術実用化開発事業費補助金の1兆9,815億円の増加により、合計では2兆7,814

億円の増額となりました。 

➢資金援助交付費（5,165 億円：対前年度比▲95 億円） 

• 前年度に比べて原子力損害賠償支援機構国債の償還が 95 億円減少したことにより、減額

となりました。 

 
 
 
 
 

（億円） 

合計：3 兆 5,609 億円  合計：14 兆 720 億円 

  
※  文中における計数は、原則として四捨五入としています。
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R1 R2
【その他】 

事務費など 

【減価償却費】 

固定資産の減価償却による費用 

【資金援助交付費】 

原子力損害賠償支援機構による資金援助額 

【委託費等】 

・サービス産業消費喚起事業委託費 2,218 億円 

・中小企業経営支援等対策委託費     1,914 億円 ほか 

【補助金等】 

・経営安定関連保証等基金補助金 1 兆 2,511 億円 

・事業環境整備対策費補助金           7,949 億円 

・国内立地推進事業費補助金              5,168 億円 ほか 

【共済事業費】 

(独) 中小企業基盤整備機構における共済事業の費用 

【人件費】 

職員の給与や退職給付引当金の繰入額など 

【持続化給付金等】 

新型コロナウイルス感染症対策中小企業等持続化給付金 

 5 兆 5,525 億円 

新型コロナウイルス感染症対策中小企業等家賃支援給付

金                             8,954 億円ほか 
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連結対象法人の範囲と会計処理について 
 
 

連結財務書類は、各省庁の業務と関連する事務・事業を行っている法人を連結対象と
しています。 

なお、この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは、『各省庁が
監督権限を有し、各省庁から財政支出を受けている法人』とし、監督権限の有無及び財
政支出の有無によって業務関連性を判断することとしています。 

また、連結に際しては、本来であれば会計処理の基準を統一することが望ましいと考
えられますが、事務負担などの観点から困難であるため、基本的には、独立行政法人
などの既存の財務諸表を利用し、独立行政法人などに固有の会計処理について、連結
に際して必要な修正を行った上で連結することとしています。 

 
 
 
 
 
※令和 2 年度連結財務書類における連結対象法人は以下のとおりです。 

 
 
 
 

〇特殊会社 2 法人 

株式会社日本政策金融公庫（中小企業者向け融資・証券化支援保証業務勘定、 

中小企業者向け証券化支援買取業務勘定、特定事業等促進円滑化業務勘定） 

株式会社日本貿易保険 

〇認可法人 1 法人       

原子力損害賠償・廃炉等支援機構   

〇独立行政法人 9 法人 

独立行政法人経済産業研究所   

独立行政法人工業所有権情報・研修館   

国立研究開発法人産業技術総合研究所   

独立行政法人製品評価技術基盤機構 

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構      

独立行政法人日本貿易振興機構   

独立行政法人情報処理推進機構   

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構  

独立行政法人中小企業基盤整備機構  
 

合計  １２法人 

 


